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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、大阪市高速電気軌道株式会社（以下「当社」という。）が経営す

る高速鉄道（中量軌道含む。以下「当社線」という。）における旅客の運送について

合理的な取扱方を定め、もって利用者の便利と事業の能率的な遂行を図ることを目的

とする。 

（適用範囲） 

第２条 当社線に係る旅客の運送等については、別に定める場合を除き、この規則を適

用する。 

（用語の意義） 

第３条 この規則における主な用語の意義は、次のとおりとする。 

(１）「乗車券」とは、普通券、回数券、定期券、１日乗車券、団体券をいう。 

(２）「運賃先払いカード」とは、当社線の運賃を支払うために使用することができ

る当社発行の磁気式証票をいう。 

(３）「ＩＣ証票」とは、当社線で使用することができるＩＣチップを搭載した電子

式証票（同様の機能を有する媒体も含む。）をいう。 

(４）「乗車証票」とは、ＩＣ証票及び運賃先払いカードをいう。 

(５）「ＳＦ」とは、乗車証票に記録される金銭的価値で、運賃の支払い等に充当する

ものをいう。 

(６）「回数カード」とは、利用可能額が発売額に対し１割増しとなるように設定さ

れたプレミアム付きの運賃先払いカードをいう。 

(７）「プリペイド」とは、当社線を乗車した場合の運賃をＳＦにて支払うことをい

う。 

(８）「プリペイド式ＩＣ証票」とは、プリペイド機能をもつＩＣ証票をいう。 

(９) 「ポストペイ」とは、ＩＣ証票で当社線を乗車した場合の運賃を後払いするこ

とをいう。 

(10) 「ポストペイ式ＩＣ証票」とは、ポストペイ機能をもつＩＣ証票をいう。 

(11) 「ＩＣＯＣＡ証票」とは、西日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ西日本」とい

う。）が製作したＩＣカード（以下「ＩＣＯＣＡ媒体」という。）に、ＪＲ西日本

又は当社などＪＲ西日本と連携する社局（以下「ＩＣＯＣＡ連携社局」という。）

が、ＳＦの機能、定期券の機能又はその両方を搭載したＩＣ証票をいう。 
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(12) 「ＩＣＯＣＡ」とは、ＳＦの機能のみを搭載したＩＣＯＣＡ証票をいう。 

(13）「ＩＣＯＣＡ定期券」とは、ＪＲ西日本又はＩＣＯＣＡ連携社局が、ＩＣＯＣＡ

の券面に定期券に準じた表記をして、かつ定期券の情報を記録したもので、定期券

の機能のみを搭載するＩＣＯＣＡ証票又は定期券の機能とＳＦの機能を搭載する

ＩＣＯＣＡ証票をいう。 

(14) 「被救護者」とは、当社の指定する救護施設に保護され又は救護される者をい

う。 

(15) 「付添人」とは、当社係員（以下「係員」という。）によって、被救護者を安

全かつ迅速に乗降させる付添能力を有すると認められる者をいう。 

(16） 「身体障がい者」とは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４

項の規定により身体障がい者手帳の交付を受けている者をいう。 

(17） 「知的障がい者」とは、「療育手帳制度について」（昭和48年９月厚生省発児

第156号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手

帳の交付を受けている者をいう。 

(18）「身体障がい者等」とは、身体障がい者及び知的障がい者をいう。 

(19）「介護人」とは、身体障がい者等を安全かつ迅速に乗降させる介護能力を有す

ると係員が認める者をいう。 

（運賃前払の原則） 

第４条 当社線に乗車しようとする者は、あらかじめ現金をもって所定の運賃を支払わ

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に定める運賃を当該各号に定める証券等によっ

て支払うことができる。 

(１) 普通運賃 当社の発行する乗車証票 

(２) 回数運賃 当社が特に認めた小切手等 

(３) 定期運賃 当社が承認するクレジットカード及び当社が特に認めた小切手等 

(４) 団体運賃 当社が特に認めた小切手等 

３ ポストペイ式ＩＣ証票を使用する場合は、第１項の定めによらず、運賃を後払いで

きるものとし、その取扱いについてはＩＣ証票取扱規則（以下「ＩＣ証票規則」とい

う。）の定めるところによる。 

４ 第３項を除いて特に認めた場合は、第１項の定めによらず後払いとすることができ

る。 

（当該乗車に適用する規定） 

第５条 旅客の運送等の契約は、別に定める場合を除き、前条の規定により運賃を支払

い、乗車券の交付を受けたときに成立し、旅客は契約成立後に当社線に乗車すること

ができる。 

２ 前項の規定により、契約の成立したとき以後における取扱いについては、別に定め

る場合を除き、すべてその契約の成立したときの規定による。 
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（乗車証票による契約の成立時期） 

第６条 運賃先払いカード及びＩＣ証票による旅客運送の契約の成立時期については、

運賃先払いカード取扱規則（以下「先払いカード規則」という。）及びＩＣ証票規則

に定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、ＩＣＯＣＡ定期券に搭載した定期券機能による契約の成

立時期については、この規則の定めるところによる。 

（手回り品） 

第７条 旅客は、１辺が２メートル以内で、かつ、３辺の最大の和が2.5メートル以内

で、その重量が30キログラム以内の物品を手回り品として車内に２個まで持ち込むこ

とができる。 

２ 旅客は、前項に規定する制限内であっても、自転車及びサーフボードについては、

次の各号の１に該当する場合に限り、車内に持込むことができる。 

(１）自転車にあっては、解体して専用の袋に収納したもの又は折りたたみ式自転車

であって、折りたたんで専用の袋に収納したもの 

(２）サーフボードにあっては、専用の袋に収納したもの 

（車内持込み禁止品） 

第８条 旅客は、前条の規定にかかわらず、次の各号の１に該当する物品は、車内に持

ち込むことができない。 

(１) 別表１に掲げるもの 

(２) だんろ及びこんろ（乗車中に使用のおそれがないと認められるもの及び懐中用

のもので、不注意等により内容物が漏れ出ることがないよう措置されたものを除

く。） 

(３) 死体 

(４) 動物（愛がん用小鳥等で容器に入れたもの及び身体障害者補助犬法（平成14年

法律第49号）に規定する身体障害者補助犬を除く。） 

(５) 不潔又は臭気のため、他の旅客に迷惑を及ぼすおそれのあるもの 

(６) 車内を汚損するおそれのあるもの 

(７) その他係員が駅又は車内持ち込みに不適当と認めるもの 

（手回り品の保管及び検査） 

第９条 手回り品は旅客において保管の責任を負うものとする。 

２ 手回り品が第７条及び第８条の規定に違反する疑いがあるときは、その旅客立会い

のうえ、内容について検査することがある。 

（輸送の制限又は停止） 

第10条 当社が、運輸上支障があると認めるときは、次の各号の制限又は停止をする

ことがある。 

(１) 乗車券の発売駅・発売枚数・発売時間・発売方法等の制限又は停止 

(２) 乗車区間、乗車方法又は乗車する列車の制限 

(３) 車内持込品の長さ、重量、個数、品目、持込区間又は持込みの列車の制限 
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２ 前項の制限又は停止をする場合は、その旨を関係駅に掲示する。 

（運行不能の場合の取扱い） 

第11条 列車の運行が不能となった場合は、不通区間内まで乗車する旅客又はこれを通

過しなければならない旅客の取扱いはしない。 

２ 列車の運行が不能となった場合であっても、他の交通機関の利用又はその他の方法

によって連絡の措置をし、その旨を関係駅に掲示したときは、不通区間は開通したも

のとみなして旅客の取扱いをする。 

（キロ程のは数計算） 

第12条 キロ程をもって運賃を計算する場合、１キロメートル未満のは数は１キロメー

トルに切り上げる。 

（運賃の計算） 

第13条 運賃を計算する場合、１円未満のは数は円単位に切り上げて計算する。 

２ 前項により運賃を計算した場合において、10円未満のは数が生じ、このは数を整理

する必要があるときは、10円単位に４捨５入する。 

（期間の計算） 

第14条 期間の計算をする場合は、その初日は、時間の長短にかかわらず、１日として

計算する。 

２ 月をもって期間の計算をする場合は、月の大小にかかわらず、暦によって計算する

ものとし、月の初日から起算するときは、最後の月の末日をもって終わりとし、月の

初日から起算しないときは、最後の月においてその起算日に応当する日の前日をもっ

て終了の日とする。ただし、最後の月において応当日がないときは、その月の末日を

もって終了の日とする。 

３ 月の総日数を計算するときは、前項の規定にかかわらず、１か月を30日とする。 

４ 旬の期間の計算を行う場合の期間の始期及び終期は、通用開始の日に応当する日の

前日を旬末とし、応当する日の前日に該当する日がないときは、月末を旬末とする。

また、１の日に応当する旬末が月末となるときで、その月が31日の月であるときは、

31日を旬末とする。 

（旅客の提出する書類） 

第15条 旅客が乗車券の購入に関して当社に提出する書類は、インキ又はボールペンを

もって記入し、かつ、特に定めるものについては、証印を押さなければならない。 

２ 旅客は、前項の規定による書類の記載事項の一部を訂正した場合は、訂正箇所に相

当の証印を押さなければならない。 

（損害の賠償） 

第16条 旅客及び公衆は、その故意又は過失により、施設、車両又は他の旅客若しくは

係員に損害を与えたときは、ただちに、これを賠償しなければならない。 
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第２章 乗車券及び乗車証票の発売 

第１節 通則 

（乗車券の種類） 

第17条 乗車券の種類は、次のとおりとする。 

(１) 普通券 

ア 普通券 大人 小児 

イ 特別割引普通券（以下「特割券」という。） 大人 小児 

(２) 回数券 

ア 放送大学用通学割引回数券 大人 11回券 

イ 通信制高校用通学割引回数券 大人 11回券 

(３) 定期券 

ア 通勤定期券 大人 小児 

イ 通学定期券 大人 小児 

ウ 特別割引定期券（以下「特割定期券」という。） 大人 小児 

エ 共通全線定期券 

(４) １日乗車券 

ア １日乗車券（エンジョイエコカード） 大人 小児 

イ １日乗車券（エンジョイエコカード）土日祝 大人 

(５) 団体券 

（乗車証票の種類） 

第18条 当社が発売する乗車証票の種類は、次のとおりとする。 

（１）回数カード 

（２）ＩＣＯＣＡ証票 

２ 回数カード及びＩＣＯＣＡ証票の種類については、それぞれ先払いカード規則及び

ＩＣ証票規則に定めるところによる。 
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（乗車券の発売場所） 

第19条 乗車券の発売場所は、次のとおりとする。ただし、当社が必要と認めるときは、

他の場所で発売することがある。 

 乗車券の種類 発売場所 

 普通券 

団体券 
各駅 

 

定期券 

各駅並びに梅田、難波、天王寺、中百舌鳥、太子橋今市、

東梅田、谷町九丁目、平野、玉出、弁天町、堺筋本町、

大正、京橋及びポートタウン東の各駅構内定期券発売

所（以下「定期券発売所」という。） 

 回数券 定期券発売所（難波、天王寺及び東梅田に限る。） 

 １日乗車券 各駅及び定期券発売所 

２ 前項の規定にかかわらず、発売する乗車券の種類、発売場所又は発売期間を指定す

ることがある。 

 （乗車証票の発売場所） 

第20条 回数カード及びＩＣＯＣＡ証票の発売場所についてはそれぞれ先払いカード

規則及びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

（乗車券の発売範囲） 

第21条 乗車券は、発行駅から有効なものに限って発売する。ただし、次の各号に定め

る場合は例外とする。 

(１) 定期券を発売する場合 

(２) 回数券を発売する場合 

(３) １日乗車券を発売する場合 

(４) 団体券を発売する場合 

(５) 被救護者に対する特割券の復券を発売する場合 

（乗車券の発売日） 

第22条 乗車券は、次の各号に定めるものを除いて、発売当日から通用開始となるもの

を発売する。 

(１) 定期券 

通用開始日の14日前から発売する。 

(２) １日乗車券 

随時発売する。 

(３) 団体券 

団体乗車受付後、乗車日の21日前から発売する。 
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（乗車券の発売時間） 

第23条 乗車券の発売時間は、その駅に発着する始発列車の乗車に必要な時刻から終発

列車の発車時刻までとする。ただし、通学割引回数券及び定期券については、別に定

めることがある。 

（乗車証票の発売額） 

第24条 回数カード及びＩＣＯＣＡの発売額についてはそれぞれ先払いカード規則及

びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

（定期券等の不正使用の場合の取扱い） 

第25条 次の各号に規定する乗車券等を使用資格者が不正使用し又は他人に使用させ

たときは、使用資格者に対して、その乗車券の発売を停止することがある。 

(１) 第32条に規定する通学割引回数券又は運賃割引証 

(２) 第34条に規定する通学定期券又は通学証明書 

２ 前項の発売停止及びその期間等は、当社が決定し、証明書の発行者に通知して行う。 

（証明書等の監査） 

第26条 当社は、必要に応じて通学証明書又は運賃割引証の出納又は発行の適否、資格

者以外に対する発行の有無その他正規に反する取扱いの有無等について監査するこ

とができる。 

（証明書が無効となる場合及びこれを使用できない場合） 

第27条 通学証明書が次の各号の１に該当する場合は、無効として回収する。 

(１) 記載事項が不明となったものを使用したとき 

(２) 表示事項をぬり消し、又は改変したものを使用したとき 

(３) 有効期間を経過したものを使用したとき 

(４) 有効期間内であっても、使用資格を失ったものが使用したとき 

(５) 記名人以外の者が使用したとき 

２ 通学証明書が次の各号の１に該当する場合は、使用することができない。 

(１) 発行者が記載しなければならない事項を記載していないもの及び発行者又は

使用者が必要な箇所に押印していないもの 

(２) 記載事項を訂正した場合で、これに相当の証印のないもの 

 

第２節 普通券の発売 

（普通券の発売） 

第28条 普通券は、旅客が乗車経路の連続した区間を片道１回乗車する場合に発売する。 

 （被救護者への特割券の発売） 

第29条 被救護者が旅行する場合で、第30条の規定による被救護者旅客運賃割引証を提

出したときは、その被救護者旅客運賃割引証１枚について１人１回に限り、特割券を

発売する。 
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２ 被救護者が老幼・虚弱若しくは不具のため又は逃亡のおそれがあるため、被救護者

に付添人をつける場合で、被救護者とその付添人とが同時に同一区間、同有効期限の

乗車券を購入するときは、被救護者１人について付添人１人に限って前項の規定を準

用する。ただし、被救護者が車椅子を使用するときは、２人の付添人をつけることが

できる。 

３ 前項の規定によって付添人に対して特割券を発売する場合は被救護者が往路用の

片道券を購入するときであっても、付添人に対して往復券を発売することがある。 

 （被救護者旅客運賃割引証） 

第30条 前条における被救護者旅客運賃割引証は、被救護者が保護を受ける施設の代表

者から交付されるもので、割引証の番号・指定番号・乗車区間・乗車券の種類・旅行

証明書番号・被救護者の氏名及び年令・有効期限・付添人を必要とするときは付添人

の氏名及び年令・発行年月日・施設の所在地・名称並びにその代表者の氏名が記入さ

れたものでなければならない。 

２ 前項の被救護者旅客運賃割引証の様式は次のとおりである。 

表                     裏 

 

３ 被救護者旅客運賃割引証の有効期間は発行の日から１か月間とする。 

（身体障がい者等への特割券の発売） 

第31条 身体障がい者等に対する特割券の発売については、身体障がい者等運賃割引規

則（以下「身障等割引規則」という。）の定めるところによる。 
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第３節 回数券の発売 

（通学割引回数券の発売） 

第32条 通学割引回数券は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第54条第１項又は第２

項に規定する高等学校の通信制課程の生徒及び放送大学学園法（平成14年法律第156

号）第４条の規定により設置された放送大学の学生（全科履修生、修士全科生及び博

士全科生）が、面接授業等を受けるため、しばしば区間及び経路を同じくして順路に

よって乗車する場合であって、その在籍する学校の代表者において必要事項を記入し

て発行した運賃割引証を提出したときに、旅客の居住地最寄駅と在籍する学校の最寄

駅との相互間について発売する。 

２ 運賃割引証の様式は次のとおりとする。 

(１) 学校学生生徒旅客運賃割引証         

縦 12.8ｃｍ 横 9.1ｃｍ 
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(２) 放送大学学生旅客運賃割引証 

縦 12.8ｃｍ 横 9.1ｃｍ 

 

 

第４節 定期券の発売 

（通勤定期券の発売） 

第33条 通勤のため乗車する者、その他常時、区間及び経路を同じくして、順路によっ

て乗車する者が、通勤定期券購入申込書に必要事項を記入して提出した場合は、次の

各号の条件を満たすものに通勤定期券を発売する。 

(１) 乗換回数 ２回以内（住之江公園及びコスモスクエアでの乗換えは含まない。）

ただし、乗車経路が発着区間の最短経路中、最少の乗換えとなる場合は、この限り

でない。 

(２) 環状とならない経路 
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２ 通勤定期券購入申込書の様式は、次のとおりとする。 

縦 17.9cm 横 9.1cm 

        表                   裏 

３ 第１項の規定にかかわらず、自動券売機で通勤定期券を発売する場合は、別に定め

るところにより、通勤定期券購入申込書の提出を省略することができる。 
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（通学定期券の発売） 

第34条 指定学校に関する規則第２条に規定する学校（以下「指定学校」という。）の

幼児、児童、生徒若しくは学生、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条に規定

する保育所（以下「保育所」という。）の児童又は就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第７項に規定

する幼保連携型認定こども園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）の子ども

が通学のため、常時、区間及び経路を同じくして順路によって乗車する場合であって、

その在籍する指定学校、保育所又は幼保連携型認定こども園の代表者において必要事

項を記入して発行した通学証明書を提示して第３項に規定する通学定期券購入申込

書を提出したとき又は通学証明書欄に必要事項を記入した第３項に規定する通学定

期券購入申込書（通学証明書）を提出したときは、旅客の居住地最寄り駅と在籍する

指定学校、保育所又は幼保連携型認定こども園最寄り駅との相互間について、第33条

第１項各号の条件を満たすものに通学定期券を発売する。 

２ 指定学校の児童、生徒又は学生が実習のため、実習場等まで乗車する場合で当社が

必要と認めるときは、前項の規定に準じて通学定期券を発売する。 

３ 通学定期券購入申込書の様式は、第33条第２項に定める様式を用いるものとする。 
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４ 通学証明書の様式は、次の各号のいずれかとする。ただし、学校教育法第１条に定

める学校以外の指定学校は、第３号の様式を用いるものとする。 

(１） 

                  表 

 

                  裏 
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(２）              表 

                   

                  裏 
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(３） 

                  表 

 

 

                  裏 
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５ 指定学校、保育所又は幼保連携型認定こども園の代表者が発行した児童証、生徒証

又は学生証等（以下「証明書」という。）で、前項に規定する様式に準じるものは、

同項の通学証明書に代用することができる。 

６ 第２項の規定により通学定期券を発売する場合の通学定期券購入申込書の様式は、

第３項及び前項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

縦 17.9cm 横 9.1cm 

 

７ 第１項の規定にかかわらず、自動券売機で通学定期券を発売する場合は、別に定め

るところにより、通学証明書の提示及び通学定期券購入申込書の提出を省略すること

ができる。 
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（身体障がい者等への特割定期券の発売） 

第35条 身体障がい者等に対する特割定期券の発売については、身障等割引規則に定め

るところによる。 

（定期券の一括発売） 

第36条 通用開始日及び通用期間を同じくする定期券（共通全線定期券は除く。）は事

業所又は指定学校、保育所若しくは幼保連携型認定こども園ごとに発売日を指定して、

別に定めるところにより、一括して発売することがある。 

２ 前項の規定により、定期券を一括発売する場合で、その通用期限を一定させるため

に所定の通用期間のほかに、端数となる日数を付加して発売することがある。ただし、

端数となる日数は90日以内とする。 

３ 定期券の一括発売を行う場合は、第33条及び第34条に定める様式にかかわらず、次

の様式を用いるものとする。 

   縦 29.7㎝  横 21.0㎝ 

 

４ 第１項にかかわらず、ＩＣＯＣＡ定期券は一括発売を行わない。 

（共通全線定期券の発売） 

第37条 常時、不定区間を乗車する旅客が第33条第２項に定める通勤定期券購入申込書

に必要事項を記入して提出したときは、共通全線定期券を発売する。 
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第５節 １日乗車券の発売 

（１日乗車券の発売） 

第38条 １日乗車券は、不定区間を乗車する旅客に発売する。ただし、１日乗車券（エ

ンジョイエコカード）土日祝は、指定日に乗車する旅客に発売する。 

２ 前項の指定日は、土曜日、日曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178

号）に規定する休日とする。 

 

第６節 団体券の発売 

（団体券の発売） 

第39条 発着駅及び経路を同じくし、かつ、その全区間を同一の人員が乗車する場合で

あって、次の各号の１に該当し、かつ、当社が団体として乗車させることを認めたも

のに対しては、団体券を発売する。 

(１) 学生団体 指定学校等の幼児、児童、生徒若しくは学生、保育所の児童又は幼

保連携型認定こども園の子ども25人以上のもの及び必要に応じて同行する付添人

並びに当該学校等の教職員（嘱託している医師及び看護師を含む。以下同じ。）に

よって構成された団体で当該学校等の教職員が引率するもの。ただし、付添人は大

人とし、当該団体を構成する旅客が、次に掲げる場合に限るものとし、その人員は

旅客１人につき１人とする。 

ア 幼稚園の幼児、保育所の児童、幼保連携型認定こども園の子ども小学校第３学

年以下の児童又は義務教育学校の前期課程第３学年以下の児童であるとき 

イ 心身に著しい障害があるため又は虚弱のため当社が付添人を必要と認めると

き 

(２) 普通団体 前号以外の旅客によって構成された25人以上の団体で責任ある代

表者が引率するもの 

２ 前項第１号の場合において、２以上の指定学校等（保育所及び幼保連携型認定こど

も園を含む。）が連合して団体乗車するときは（以下数校連合という。）代表学校を

申込者とする１団体として取扱うことができる。 

（団体乗車の申込み） 

第40条 前条の規定により、団体乗車しようとするものは、あらかじめ、その人員、乗

車区間その他輸送計画に必要な事項を記載した団体乗車申込書を提出し、団体乗車の

申込みをしなければならない。 
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２ 団体乗車申込書の様式は、次のとおりとする。 

   縦 29.7cm 横 21.0cm 

 

３ 第１項の規定による申込みの代表者は、次のとおりとする。 

(１) 学生団体 教育長又は学校長（保育所及び幼保連携型認定こども園の代表者を

含む。）ただし、数校連合の場合で、学校長が申し込むときは、各学校長連名とし、

代表学校名を明記するものとする。 

(２) 普通団体 代表者 

４ 前項第１号の場合で、数校連合のときは、団体乗車申込書に関係学校別の人員を明

記するものとする。 
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（団体乗車の受付） 

第41条 旅客から前条の規定により、団体乗車の申込みを受け付けた場合、当社が事業

上支障がないと認めたときは、団体乗車の申込みを受け付ける。この場合、受け付け

た団体乗車の申込書に受付事項を記入して、旅客に交付し、又は口頭によって通知す

る。 

（団体乗車人員等の変更） 

第42条 団体乗車を受け付けた後、乗車前に旅客の都合により、申込人員その他取扱条

件に変更があったときは、当社が事業上支障がないと認めた場合に限りこれを承認す

るものとする。 

 

第７節 乗車証票の発売 

 （乗車証票の発売） 

第43条 回数カード及びＩＣＯＣＡ証票の発売については、それぞれ先払いカード規則

及びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

 

第８節 特別の乗車券の発売 

（特別の乗車券の発売） 

第44条 第17条から第23条までの規定にかかわらず、特別の運送条件、発売場所及び発

売日等（以下「特別の運送条件等」という。）を定めた乗車券を発売することができ

る。 

２ 特別の運送条件等については、その都度当社が定める。 

 

第９節 無料乗車証の発行 

（無料乗車証の発行） 

第45条 当社は、事業上の必要性その他特別の事由があると認める場合は、無料乗車証

を発行することができる。 
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第３章 運賃 

第１節 通則 

（運賃の種類） 

第46条 運賃の種類は、乗車券の種類に応じて、次の各号に定めるところによる。 

(１) 普通運賃 

ア 普通運賃 大人 小児 

イ 特割運賃 大人 小児 

(２) 回数運賃 

ア 通学割引回数運賃 

(ア) 放送大学用通学割引回数運賃 大人 

(イ) 通信制高校用通学割引回数運賃 大人 

(３) 定期運賃 

ア 通勤定期運賃 大人 小児 

イ 通学定期運賃 大人 小児 

ウ 特割定期運賃 大人 小児 

エ 共通全線定期運賃 

(４) １日乗車運賃 

ア １日乗車券（エンジョイエコカード）運賃 大人 小児 

イ １日乗車券（エンジョイエコカード）土日祝運賃 大人 

(５) 団体運賃 大人 小児 

（運賃計算上の原則） 

第47条 運賃は、対距離区間制とし、旅客の乗車する発着区間のキロ程によって次のと

おり区分する。 

１区 ３キロメートル以下 

２区 ３キロメートルを超え７キロメートル以下 

３区 ７キロメートルを超え13キロメートル以下 

４区 13キロメートルを超え19キロメートル以下 

５区 19キロメートルを超えるキロ程 

２ 前項のキロ程の計算は、最短の経路による。ただし、最短経路によりがたい場合は、

乗車経路により計算する。 

３ 前項の計算に用いるキロ程（以下「運賃計算キロ程」という。）は、営業キロ程と

する。ただし、運賃調整上、これによりがたい区間にあっては、特定キロ程を用いる

ことができる。 

（乗継駅の取扱い） 

第48条 前条のキロ程の計算にあたっては、梅田、東梅田及び西梅田の各駅を相互に乗

継駅として取扱い、乗り継ぎ前後のキロ程を通算する。 

 

 

 



23/56  

（運賃計算上の同一駅扱い） 

第49条 次の各号に掲げる各駅においては、運賃計算上、相互に同一駅として取り扱う。 

(１) 梅田、東梅田及び西梅田 

(２) 心斎橋及び四ツ橋 

（特定区間） 

第50条 第47条の規定にかかわらず、下記の区間については、特定運賃区間とする。 

 区間 区数 

 新大阪 谷町四丁目 ２区 

 西中島南方 西長堀 ２区 

 中津 弁天町 ２区 

 中津 緑橋 ２区 

 昭和町 森ノ宮 ３区 

 昭和町 新深江 ３区 

 西田辺 谷町四丁目 ３区 

 長居 谷町六丁目 ３区 

 天王寺 鶴橋 ２区 

２ 定期券については、最短経路による場合に限り、前項の規定を適用する。 

（各駅間の運賃計算キロ程） 

第51条 各駅間の運賃計算キロ程は、別表２に定めるとおりとする。 

（各駅間の運賃区数） 

第52条 各駅間の区数は、別表２に定めるとおりとする。ただし、う回経路による場合

は適用しない。 

（旅客の年齢区分及び運賃の徴収） 

第53条 運賃は旅客の年齢を次のとおり区分して徴収する。 

大人 12歳以上の者 

小児 ６歳以上12歳未満の者（12歳以上である小学校（これに準ずるものを含む。）

の児童を含む。） 

幼児 １歳以上６歳未満の者（６歳である学校教育法（昭和22年法律第26号）第17

条第１項に定める小学校就学の始期に達しない者を含む。） 

乳児 １歳未満の者 

２ 前項の規定による幼児であっても、次の各号の１に該当するときは、これを小児と

みなして相当運賃を徴収する。 

(１) 幼児が幼児だけで乗車するとき 

(２) 幼児が団体客として乗車するとき、又は団体客に随伴されるとき 

(３) 幼児が団体券以外の乗車券を使用する６歳以上の旅客に随伴される場合であ

って、当該旅客１人につき２人を超えたものであるとき 
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３ 乳児及び前項各号の１に該当しない幼児については、運賃を徴収しない。 

４ 付添人に随伴される幼児については、前３項の規定にかかわらず無賃の取扱いを行

わない。 

５ 介護人に随伴される幼児の取扱いについては、身障等割引規則に定めるところによ

る。 

第２節 普通運賃 

（普通運賃） 

第54条 普通運賃は、次のとおりとする。 

  大人 小児 

 
１区 

円 

180 

円 

90 

 ２区 230 120 

 ３区 280 140 

 ４区 320 160 

 ５区 370 190 

 

（特割運賃） 

第55条 特割運賃は、次のとおりとする。 

  大人 小児 

 
１区 

円 

90 

円 

50 

 ２区 120 60 

 ３区 140 70 

 ４区 160 80 

 ５区 190 100 

 

 （被救護者及び付添人に対する運賃の割引の特例） 

第56条 被救護者が６歳未満の場合は、被救護者は無賃とし、付添人のみ運賃の割引を

行う。 

２ 被救護者の付添人が同区間（乗車区間を包含する場合を含む。）について有効な乗

車券等を所持している場合は、被救護者に対して単独で運賃の割引を行う。 

 （介護人に対する運賃の割引の特例） 

第57条 身体障がい者等の介護人に対する運賃の割引の特例については、身障等割引規

則に定めるところによる。 
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第３節 回数運賃 

（回数運賃） 

第58条 回数運賃は、次のとおりとする。 

(１) 通学割引回数運賃 

 
 

放送大学用 通信制高校用 

 大人 大人 

 
１区 

円 

1,440 

円 

900 

 ２区 1,840 1,150 

 ３区 2,240 1,400 

 ４区 2,560 1,600 

 ５区 2,960 1,850 

 

第４節 定期運賃 

（定期運賃） 

第59条 定期運賃は、次のとおりとする。 

(１) 通勤定期運賃 

  

 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 
１区 

円 

7,410 

円 

21,120 

円 

40,020 

円 

3,710 

円 

10,560 

円 

20,010 

 ２区 8,930 25,460 48,230 4,470 12,730 24,120 

 ３区 10,450 29,790 56,430 5,230 14,900 28,220 

 ４区 11,240 32,040 60,700 5,620 16,020 30,350 

 ５区 12,160 34,660 65,670 6,080 17,330 32,840 

 

(２) 通学定期運賃 

  

 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 
１区 

円 

3,360 

円 

9,580 

円 

18,150 

円 

1,680 

円 

4,790 

円 

9,080 

 ２区 4,120 11,750 22,250 2,060 5,880 11,130 

 ３区 4,780 13,630 25,820 2,390 6,820 12,910 

 ４区 4,880 13,910 26,360 2,440 6,960 13,180 

 ５区 5,300 15,110 28,620 2,650 7,560 14,310 
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（特割定期運賃） 

第60条 特割定期運賃は、次のとおりとする。 

(１) 通勤定期運賃 

 
 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 
１区 

円 

3,710 

円 

10,560 

円 

20,010 

円 

1,860 

円 

5,280 

円 

10,010 

 ２区 4,470 12,730 24,120 2,240 6,370 12,060 

 ３区 5,230 14,900 28,220 2,620 7,450 14,110 

 ４区 5,620 16,020 30,350 2,810 8,010 15,180 

 ５区 6,080 17,330 32,840 3,040 8,670 16,420 

 (２) 通学定期運賃 

 
 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 
１区 

円 

1,680 

円 

4,790 

円 

9,080 

円 

840 

円 

2,400 

円 

4,540 

 ２区 2,060 5,880 11,130 1,030 2,940 5,570 

 ３区 2,390 6,820 12,910 1,200 3,410 6,460 

 ４区 2,440 6,960 13,180 1,220 3,480 6,590 

 ５区 2,650 7,560 14,310 1,330 3,780 7,160 

 

（特定区間の定期運賃） 

第61条 前２条の規定にかかわらず、南森町・今里相互間（谷町九丁目又は日本橋経由）

の定期運賃については特定運賃とし、次のとおりとする。 

(１) 定期運賃 

 
区間 運賃 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 南森町～今里 

（谷町九丁目又は日本橋経由） 

 

通勤定期運賃 
円 

8,930 

円 

25,460 

円 

48,230 

円 

4,470 

円 

12,730 

円 

24,120 

 通学定期運賃 4,120 11,750 22,250 2,060 5,880 11,130 

  

(２) 特割定期運賃 

 
区間 運賃 

大人 小児 

 １か月 ３か月 ６か月 １か月 ３か月 ６か月 

 
南森町～今里 

（谷町九丁目又は日本橋経由） 

通勤定期運賃 
円 

4,470 

円 

12,730 

円 

24,120 

円 

2,240 

円 

6,370 

円 

12,060 

 通学定期運賃 2,060 5,880 11,130 1,030 2,940 5,570 
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（共通全線定期運賃） 

第62条 共通全線定期運賃及び発売額は、次のとおりとする。なお、発売額は大阪シテ

ィバス株式会社（以下「シティバス」という。）における共通全線定期運賃との併算

額とする。 

１か月 9,800円  （発売額 16,100円） 

３か月 27,900円 （発売額 45,900円） 

６か月 52,900円 （発売額 86,900円） 

 

第５節 １日乗車運賃 

（１日乗車運賃） 

第63条 １日乗車運賃及び発売額は、次のとおりとする。なお、発売額はシティバスに

おける１日乗車運賃との併算額とする。 

(１) １日乗車券（エンジョイエコカード）運賃  

           大人 410円 （発売額 800円） 

小児 160円 （発売額 300円） 

(２) １日乗車券（エンジョイエコカード）土日祝運賃  

大人 310円 （発売額 600円） 

 

第６節 団体運賃 

（団体運賃） 

第64条 団体運賃は、１人当たり次のとおりとする。 

 

 

学生団体 普通団体 

 
幼児、児童、生徒及び学生 

教職員及

び付添人 大人 小児 

 大人 小児 大人 

 
１区 

円 

144 

円 

72 

円 

162 

円 

162 

円 

81 

 ２区 184 96 207 207 108 

 ３区 224 112 252 252 126 

 ４区 256 128 288 288 144 

 ５区 296 152 333 333 171 
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（団体運賃の計算方法） 

第65条 団体運賃の計算方法は、次のとおりとする。 

(１) 大人の団体運賃は、乗車区間に対する１人当り団体運賃に団体総人員を乗じた

額とする。 

(２) 小児の団体運賃は、乗車区間に対する１人当り団体運賃に団体総人員を乗じ

た額とする。 

(３) 大人、小児混合の団体運賃は、大人、小児各別に前各号の規定により算出した

額を合算した額とする。 

(４) 前各号で計算して生じた10円未満のは数は、１団体ごとに10円単位に四捨五入

する。 

 

第４章 乗車券及び乗車証票の効力 

第１節 通則 

（乗車券の効力） 

第66条 乗車券は、乗車人員及び乗車回数を記載したものを除き、１券面をもって１人

が１回に限り、その券面表示事項に従って使用することができる。ただし、定期券及

び１日乗車券については、その使用回数を制限しない。 

２ 乗車券は、乗車以外の目的で乗車場に出入場するために使用することができない。 

（乗車券の効力の特例） 

第67条 乗車券は、次の各号に掲げる場合は、前条の規定にかかわらず使用することが

できる。 

(１) 大人用の乗車券を小児が使用する場合。ただし、この場合運賃の差額について

は、払戻しの請求はできない。 

(２) 小児用の乗車券を使用する旅客の年齢がその使用期間中に12歳に達した場合 

(３) 乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅から乗車し、又は途中駅におい

て下車する場合。ただし、この場合、不乗車区間の運賃の払戻しの請求はできない。 

(４) 定期券を使用する旅客が途中乗降することなく、指定経路外を乗車する場合 

（乗車証票の効力及び無効） 

第68条 運賃先払いカード及びＩＣ証票の効力及び無効についてはそれぞれ先払いカ

ード規則及びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

（券面表示事項が不明となった乗車券） 

第69条 乗車券は、汚損その他の理由によりその券面表示事項が不明となったときは、

使用することができない。 

２ 前項の規定により使用することができない乗車券を所持する旅客は、これを駅（通

学割引回数券及び定期券については定期券発売所）に提出して書換えを請求すること

ができる。 

３ 前項の規定により、旅客から書換えの請求があった場合は、旅客は悪意がないと認

められ、かつ、旅客の申し出その他の方法により、その不明事項が証明できる場合に

限って、当該乗車券と引き替えに再交付の取扱いをすることができる。 
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第２節 乗車券の効力 

（乗車券の通用期間） 

第70条 乗車券の通用期間は、別に定めるものを除くほか、次のとおりとする。 

(１) 普通券 １日 

(２) 定期券 

ア 通勤定期券 １か月、３か月又は６か月 

イ 通学定期券 １か月、３か月又は６か月 

ウ 特割定期券 １か月、３か月又は６か月 

エ 共通全線定期券 １か月、３か月又は６か月 

(３) 回数券 発売の日から、その日の属する月の翌月から起算して第３月の末日

まで 

(４) １日乗車券 

ア １日乗車券（エンジョイエコカード） １日 

イ １日乗車券（エンジョイエコカード）土日祝 １日 

(５) 団体券 その都度定める。 

２ 前項に定める乗車券の通用期間は、通用開始日を特に指定して発売したものを除き、

当該乗車券を発売した日から起算する。 

（途中下車の禁止） 

第71条 旅客は、乗車開始後、その所持する乗車券（定期券及び１日乗車券を除く。）

によって、その券面に表示された発着区間内の任意の駅に下車して出場した後、再び

入場して他の列車に乗り継ぐことができない。 

（う回乗車の取扱い） 

第72条 普通券又は回数券を所持する旅客は、その乗車券の運賃計算経路にかかわらず、

う回して乗車することができる。 

２ 前項によるう回乗車中の旅客がう回区間の途中駅に下車したときは、乗車変更とし

て取り扱う。 

（乗継駅での乗継） 

第73条 第71条の規定にかかわらず、旅客は、第48条に定める乗継駅において、相互に

乗り継ぐことができる。ただし、普通券又は回数券を所持する旅客が、乗継駅相互間

の乗り継ぎに要する時間が30分を超えた場合は、当該乗継駅で乗り継ぐことができな

い。 

２ 前条の規定にかかわらず、普通券又は回数券を所持する旅客が、う回のため乗継駅

相互間を乗り継ぐ場合において、発駅から当該乗継駅までの運賃が、乗車する発着駅

相互間の普通運賃を超える場合は、当該乗車券で乗り継ぐことができない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、定期券を所持する旅客が、第67条第４号の規定により

指定経路外を乗車する場合、乗継駅相互間を乗り継ぐことができない。 
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（共通乗降） 

第74条 旅客は、次の各号に定める各駅相互において、乗車券面の表示にかかわらず、

乗降することができる。 

(１) 第49条に定める各駅相互 

(２) 淀屋橋及び肥後橋（定期券に限る。） 

（通学割引回数券の効力） 

第75条 通学割引回数券は、その通学する学校の代表者が発行した学生証を携帯する場

合に限って有効とする。 

（通学割引回数券、定期券及び１日乗車券以外の乗車券の無効） 

第76条 通学割引回数券、定期券及び１日乗車券以外の乗車券が次の各号の１に該当す

る場合は無効として回収する。 

(１) 券面表示事項が不明となった乗車券を使用したとき 

(２) 券面表示事項を塗り消し、又は改変して使用したとき 

(３) 記名の乗車券を記名人以外の者が使用したとき 

(４) 購入に際し、資格等を要する乗車券を資格等を偽って購入して使用したとき 

(５) 購入に際し、資格等を要する乗車券を資格等を失ったものが使用したとき 

(６) その他乗車券を不正手段として使用したとき 

２ 前項の規定は、偽造（偽装を含む。以下同じ。）した乗車券を使用した場合に準用

する。 

（通学割引回数券の無効） 

第77条 通学割引回数券が次の各号の１に該当する場合は、無効として回収する。 

(１) 使用資格、氏名、年齢、区間等の事実を偽って購入した通学割引回数券を使用

したとき 

(２) 券面表示事項が不明となった通学割引回数券を使用したとき 

(３) 券面表示事項を塗り消し、又は改変して使用したとき 

(４) 通学割引回数券を使用資格者以外の者が使用したとき 

(５) 通学割引回数券の区間と連続していない普通券又は回数券を使用して、その各

券面に表示された区間との間を乗車したとき 

(６) 通学割引回数券を使用する旅客が、その使用資格を失った後に使用したとき 

(７) 通用期間満了後の通学割引回数券を使用したとき 

(８) 学生証を携帯しないで通学割引回数券を使用したとき 

(９) 係員の承諾を受けないで券面区間外を乗車したとき 

(10) その他通学割引回数券を不正手段として使用したとき 
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（定期券の無効） 

第78条 定期券が次の各号の１に該当する場合は、無効として回収する。 

(１) 使用資格、氏名、年齢、区間等の事実を偽って購入した定期券を使用したとき 

(２) 券面表示事項が不明となった定期券を使用したとき 

(３) 券面表示事項を塗り消し、又は改変した定期券を使用したとき 

(４) 定期券（共通全線定期券を除く。）をその記名人以外の者が使用したとき 

(５) 定期券の区間と連続していない普通券又は回数券を使用して、その各券面に表

示された区間との間を乗車したとき 

(６) 通学定期券を使用する旅客が、その使用資格を失った後に使用したとき 

(７) 通用期間開始前の定期券を使用したとき。ただし、継続した定期券を除く。 

(８) 通用期間満了後の定期券を使用したとき 

(９) 証明書を携行しないで通学定期券を使用したとき 

(10) 係員の承諾を受けないで券面区間外を乗車したとき 

(11) その他定期券を不正手段として使用したとき 

２ 前項の規定は、偽造した定期券を使用した場合に準用する。 

（１日乗車券の無効） 

第79条 １日乗車券が次の各号の１に該当する場合は、無効として回収する。 

(１) 券面表示事項が不明となった１日乗車券を使用したとき 

(２) 券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき 

(３) その他１日乗車券を不正手段として使用したとき 

２ 前項の規定は、偽造した１日乗車券を使用した場合に準用する。 

（改氏名の場合） 

第80条 定期券の使用者が氏名を改めた場合は、それを証明する書類を添付して当該定

期券を定期券発売所に提出し、その氏名の書換えを請求しなければならない。 
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（通学定期券の効力） 

第81条 通学定期券は、その通学する指定学校、保育所又は幼保連携型認定こども園の

代表者の発行した次の様式による証明書を携帯する場合に限って有効とする。 

表 

 

                裏 

 

（備考） 

（１） □内には、学校種別又は指定番号を表示する。 

（２） この証明書に用いる写真は、証明書発行日前６か月以内に撮影した縦３㎝横３

㎝の正面上半身のものとする。 
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 （被救護者に発売した特割券の効力） 

第82条 被救護者旅客運賃割引証を使用して購入した特割券は、当該割引証に記入され

ている被救護者又は付添人が、当該施設の代表者の発行した次の様式による旅行証明

書を携帯する場合に限って使用することができる。 

         表                  裏 

 

２ 前項の旅行証明書の有効期間は、発行の日から１か月間とする。 

３ 被救護者旅客運賃割引証を使用した付添人用普通券（付添人だけ往復として購入し

た往復券の復片を除く。）は、付添人が被救護者と同行する場合に限って使用するこ

とができる。 

（身体障がい者等に発売した特割券等の効力） 

第83条 第31条及び第35条の規定により、身体障がい者等に発売した特割券及び特割定

期券の効力は、身障等割引規則の定めるところによる。 

（共通全線定期券の使用範囲） 

第84条 第37条の規定により発売した共通全線定期券は、当社線及びシティバスが指定

する乗合自動車の路線（以下「シティバス線」という。）にわたり使用することがで

きる。 

２ 共通全線定期券は、その記名人以外の者も使用することができる。 

（１日乗車券の使用範囲） 

第85条 第38条の規定により発売した１日乗車券は、当社線及びシティバス線にわたり

使用することができる。 
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第５章 乗車券及び乗車証票の様式 

第１節 通則 

（乗車券の表示事項） 

第86条 乗車券の券面には、次の各号に掲げる事項を表示するものとする。 

(１) 運賃 

(２) 乗車区間 

(３) 通用期間 

(４) 発売日付 

(５) 発売場所 

２ 当社が必要と認めるときは、前項に規定する表示事項の一部を省略又は裏面に表示

若しくはその他必要事項を追加することがある。 

（乗車券様式のひな形） 

第87条 本章に規定する乗車券の様式は、印刷上の形式であって、各乗車券には相当の

事項を印刷するとともに、不足事項については、発売又は乗車の際に、印章を押し、

又は記載、若しくは入鋏等によって補うものとする。 

（駅名の表示） 

第88条 乗車券の駅名の表示は、次のとおりとする。 

(１) 発駅名及び着駅名は、運賃の計算方法に従って表示するものとする。ただし、

通学割引回数券、定期券及び団体券にあっては、旅客が実際に発着する駅名を表示

するものとする。 

(２) 普通券の発着駅名は、運賃同額地帯の最遠駅を表示するものとする。ただし、

当該２駅以上を共通の着駅として表示することがある。 

(３) 発駅名及び着駅名を別に定める駅名入り発売日付印により、又、着駅名を「２

区間ゆき」又は「○○円区間ゆき」等運賃区間により表示することがある。 

（小児用乗車券等の記号の表示） 

第89条 小児用、学生用、特別割引用の乗車券には、各券片の表面に次の記号を印刷又

はゴム印の押印等により表示するものとする。 

(１） 小児用 

「小」 文字サイズ３号のゴシック体又は影文字 

ただし、特別券を兼用する場合 

「   小 

・      直径1.5 ㎝ 

    割   」 

 

(２) 学生用 

「学」 文字サイズ３号のゴシック体 
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(３) 特割券用 

「 特 」 直径 0.8ｃｍ 

 

ただし、小児用を兼用する場合 

「   小 

・      直径1.5 ㎝ 

       割 

 

２ 前項の記号は、原則として赤色で表示する。 

 

第２節 普通券の様式 

（普通券の様式） 

第90条 普通券の様式は、次のとおりとする。 

(１) 窓口用 

ア 特割券大人用 

縦 3.0 cm  横 5.75 cm          裏面 

イ 特割券小児用 

縦 3.0 cm  横 5.75 cm      裏面 

 

(２) 自動券売機用 

ア 大人用             イ 小児用 

  縦 3.0 cm 横 5.75 cm        縦 3.0 cm 横 5.75 cm 
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ウ 特割券大人用 

  縦 3.0 cm 横 5.75 cm 

 

第３節 回数券の様式 

（回数券の様式） 

第91条 回数券の様式は、次のとおりとする。 

(１) 通学割引回数券 

ア 放送大学用通学割引回数券 

  縦 39 ㎝ 横 5.75 ㎝ 

 



37/56  

イ 通信制高校用通学割引回数券 

縦 39 ㎝ 横 5.75 ㎝ 
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第４節 定期券の様式 

（定期券の様式） 

第92条 定期券の様式は、次のとおりとする。 

(１) 通勤用 

縦 5.75 ㎝ 

横 8.5 ㎝ 

 
(２) 通学用 

縦 5.75 ㎝ 

横 8.5 ㎝ 

 
(３) 共通全線用 

縦 5.75 ㎝ 

横 8.5 ㎝ 
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第５節 １日乗車券の様式 

（１日乗車券の様式） 

第93条 １日乗車券の様式は、次のとおりとする。 

(１) １日乗車券（エンジョイエコカード） 

ア 窓口用 

縦 8.5 ㎝  横 5.75 ㎝ 

 
備考 １ 小児用は、券面に「小」と表示する。 

２ 図柄部分については、その都度定める。 

イ 自動券売機用 

縦 8.5 ㎝  横 5.75 ㎝ 

備考 １ 小児用は、券面に「小」と表示する。 

２ 図柄部分については、その都度定める。 
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(２) １日乗車券（エンジョイエコカード）土日祝 

ア 窓口用 

縦 8.5 ㎝  横 5.75 ㎝ 

備考 図柄部分については、その都度定める。 

イ 自動券売機用 

縦 8.5 ㎝  横 5.75 ㎝ 

備考 図柄部分については、その都度定める。 
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第６節 団体券の様式 

（団体券の様式） 

第94条 団体券の様式は、次のとおりとする。 

(１) 団体券 

縦 29.7 ㎝    横 21.0 ㎝ 

 

 

 



42/56  

(２) 団体数取券 

ア 自動改札機用 

(ア) 大人用            (イ) 小児用 

縦 3.0 ㎝  横 5.75 ㎝     縦 3.0 ㎝  横 5.75 ㎝ 

 

イ 窓口用 

(ア) 大人用            (イ) 小児用 

縦 5.75 ㎝  横 3.0 ㎝     縦 5.75 ㎝  横 3.0 ㎝ 

 

 

第７節 回数カードの様式 

 （回数カードの様式） 

第95条 回数カードの様式については先払いカード規則に定めるところによる。 

 

第８節 特別の乗車券の様式 

（特別の乗車券の様式） 

第96条 特別の乗車券の様式は、その都度定める。 

 

第９節 無料乗車証の様式 

 （無料乗車証の様式） 

第97条 当社が発行する無料乗車証の様式は、その都度定める。 
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第６章 乗車券及び乗車証票の改札及び集札 

（乗車券の改札及び集札） 

第98条 旅客は、改札口において自動改札機により入鋏を受けなければならない。 

２ 旅客は、乗車中常に乗車券を所持し、いつでも係員から請求があった場合は、これ

を提示し、検査を受けなければならない。 

３ 旅客は、乗車を終わったときは、集札口において自動集札機により検査を受けなけ

ればならない。 

４ 証明書等の携帯を必要とする乗車券を使用する旅客は、常に証明書等を携帯し、係

員の請求があったときは、いつでもこれを提示しなければならない。 

５ 第１項及び第３項の規定にかかわらず、紙券を所持する旅客は、改札口又は集札口

において、乗車券を明確に提示し、係員の入鋏又は検査を受けなければならない。 

（乗車証票による入場及び出場） 

第99条 運賃先払いカード及びＩＣ証票による入場及び出場については、それぞれ先払

いカード規則及びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

（乗車券の返付） 

第100条 旅客は、その所持する乗車券が効力を失い、若しくは不要となった場合又は

その使用資格を失ったときは、当該乗車券を当社に返付しなければならない。 

 

第７章 乗車変更及び特殊な取扱い 

第１節 通則 

（乗車変更等の取扱い） 

第101条 乗車変更等本章に規定する取扱いは、駅において行う。ただし、運賃の払戻

しは、乗車中止駅等本章に規定する駅に限って、取り扱うものとする。 

（払戻しの期限） 

第102条 旅客は、運賃の払戻しを請求できる場合であっても、当該乗車券が発売の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、払戻しを請求することができない。 

（払戻しの限度額） 

第103条 旅客から運賃の払戻しの請求があった場合は、旅客が実際に支払った運賃の

額を限度として取り扱う。 

（乗車変更等をした乗車券について追徴又は払戻しをする場合の計算方法） 

第104条 乗車変更等の取扱いをした乗車券について、運賃の追徴又は払戻しをする場

合は、旅客が現に所持する乗車券を当初から購入しているものとみなして計算する。 

（運賃払戻しに伴う割引証等の返還） 

第105条 旅客は、証明証、割引証等を提出して購入した乗車券について、払戻しの取

扱いを受けた場合は、既に提出した証明書、割引証等の返還を請求することができな

い。 

（乗車変更の手数料の払戻し） 

第106条 旅客は、乗車変更等の際に当社が徴収した手数料について、払戻しを請求す

ることができない。 
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第２節 乗車変更の取扱い 

（乗車変更の種類） 

第107条 旅客が所持する乗車券の券面表示事項と異なる乗車を必要とする場合に、当

社が取扱う変更（以下乗車変更という。）の種類は、次のとおりとする。 

(１) 乗越し 

(２) 方向変更 

(３) 経路変更 

(４) 団体乗車券の変更 

（別途乗車） 

第108条 旅客が前条に規定する乗車変更以外の取扱いを請求した場合は、別途乗車と

して取り扱う。乗車変更の取扱いについて制限のある乗車券を所持する旅客が、その

制限を越える乗車をした場合も同様とする。 

２ 別途乗車の取扱いをする場合、別途乗車区間を１乗車区間とする相当の運賃を収受

する。 

３ 旅客が乗車券に表示された発着区間内の途中の分岐駅を発駅として、当該駅から分

岐する他の区間を乗車する場合は、当該区間を別途乗車区間として前項の取扱いをす

る。 

（乗越し） 

第109条 旅客は、あらかじめ係員の承諾を受け、１回に限って、所持する普通券に表

示された着駅を、その着駅を越えた駅に変更（以下「乗越し」という。）することが

できる。 

２ 乗越しの取扱いをする場合、原乗車券に対するすでに収受した普通運賃と発駅から

乗越し着駅までの区間に対する普通運賃との差額を収受する。 

３ 普通券に表示された発駅の外方から乗車する場合（この変更を発駅乗越しという。）

は、前２項に準じて取り扱う。 

（方向変更及び経路変更） 

第110条 旅客は、あらかじめ係員の承諾を受け、１回に限って、所持する普通券に表

示された着駅を、その着駅と異なる方向の駅に変更（以下「方向変更」という。）し、

または表示された経路を、その経路と異なる経路に変更（以下「経路変更」という。）

することができる。 

２ 前項の取扱いをする場合は、もとの乗車券区間に対する普通運賃と実際乗車区間に

対する普通運賃とを比較して、不足額は収受し、過剰額は払戻しをしない。 
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（団体券の変更） 

第111条 団体券（団体数取券は除く。）を所持する旅客は、あらかじめ係員の承諾を

受け、乗越し、方向変更または経路変更をすることができる。ただし、団体旅客の全

員が変更する場合で輸送上支障がない場合に限って、取り扱う。 

２ 前項の取扱いをする場合には、次の各号によって行う。 

(１) 乗越し 

乗越し区間について、別途乗車として取り扱い、第108条の規定により運賃を収

受する。 

(２) 方向変更又は経路変更 

変更区間に対する普通運賃と不乗区間に対する普通運賃とを比較し、不足額があ

る場合は、これに変更人員を乗じた額と手数料210円を収受する。過剰額がある場

合は、払戻しをしない。 

 

第３節 不正乗車 

（不正乗車に対する増運賃の徴収） 

第112条 旅客が次の各号の１に該当する場合は、当該旅客の乗車駅からの普通運賃及

びその２倍以内の増運賃を徴収する。 

(１) 係員の承諾を受けず、乗車券を所持しないで乗車したとき。 

(２) 乗車券に入鋏を受けないで乗車したとき。ただし、旅客に悪意がなく、その証

明ができる場合は、この限りでない。 

(３) 第76条及び第77条の規定により無効となる乗車券で乗車したとき 

(４) 乗車券改札の際にその提示又はその引渡しを拒むとき 

２ 団体旅客が、その乗車券の券面表示事項に違反して乗車した場合は、第３項及び団

体券の行程変更の取扱いをしたものを除き、前項第３号の無札旅客として、その全乗

車人員について計算した前項の規定による普通運賃及び増運賃を、その団体代表者か

ら徴収する。 

３ 団体旅客が、その乗車券面に表示された人員をこえて乗車し、又は小児の人員とし

て大人を乗車させたときは、そのこえた人員又は大人だけを第１項第１号の不正旅客

として、第１項の規定による普通運賃及び増運賃をその団体代表者から徴収する。 

（不正旅客の乗車駅不明の場合） 

第113条 前条の無札旅客について、乗車駅が不明の場合は、列車の出発駅から乗車し

たものとみなして、前条の規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 



46/56  

（定期券不正使用に対する増運賃の徴収） 

第114条 第78条第１項の規定により定期券を無効として回収した場合は、次の区分に

より計算した普通運賃及びその２倍以内の増運賃を徴収する。ただし、共通全線定期

券にあっては、普通運賃及びこれと同額以内の増運賃を徴収する。 

(１) 第78条第１項第１号から第４号まで及び第６号から第８号までの場合におい

ては、次の区分によりその定期券を使用してその券面に表示された区間を毎日１往

復ずつ乗車したものとして計算した普通運賃（共通全線定期券にあっては、１日乗

車券（エンジョイエコカード）の発売額を１日の普通運賃とみなす。） 

 区間 日数 

 第１号の場合 通用開始日から発見当日まで 

 第２号の場合 同 

 第３号の場合 同 

 第４号の場合 同 

 第６号の場合 使用資格を失った日から発見当日まで 

 第７号の場合 発売日から発見当日まで 

 第８号の場合 期間満了の日の翌日から発見当日まで 

(２) 第78条第１項第５号、第９号、第10号及び第11号の場合においては、その乗車

区間及び乗車回数に応じて計算した普通運賃 

２ 前項の規定は、偽造した定期券を使用した場合に準用する。 

（１日乗車券不正使用に対する増運賃の徴収） 

第115条 第79条の規定により１日乗車券を無効として回収した場合は、当該乗車券の

発売額及びこれと同額以内の増運賃を徴収する。 

 

第４節 紛失 

（乗車券紛失の場合の取扱い） 

第116条 旅客が乗車後、乗車券を紛失した場合、係員がその事実を認定することがで

きないときは、既に乗車した区間について、不正旅客として、第112条、第114条又は

第115条の規定による普通運賃及び増運賃を徴収する。ただし、係員がその事実を認

定することができるときは、その乗車区間に対する普通運賃を徴収し、増運賃は、徴

収しないものとする。 

２ 前項の場合、旅客は再収受証明書の交付を請求することができる。ただし、定期券、

回数券又は１日乗車券を使用する旅客は、請求することができない。 

３ 第１項ただし書き及び前項の規定は、旅客が乗車前に乗車券（定期券、回数券及び

１日乗車券を除く。）を紛失した場合に準用する。 
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（再収受した運賃の払戻し） 

第117条 前条の規定により普通運賃及び増運賃を支払った旅客が紛失した乗車券を発

見した場合は、その乗車券と再収受証明書を最寄り駅に提出して再収受証明書１枚に

つき手数料210円を支払い、その普通運賃の払戻しを請求することができる。ただし、

再収受証明書の発行日の翌日から起算して１年を経過したときは、請求することがで

きない。 

（団体券紛失の場合の取扱い） 

第118条 旅客が団体券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することがで

きるときは、第116条の規定にかかわらず、210円の手数料を収受して、別に運賃を収

受しないで相当の団体券の再発行をすることがある。ただし、再発行の請求をしたと

きにおいて、当該乗車券について、既にその運賃の払戻しをしている場合は除く。 

 （乗車証票紛失の場合の取扱い） 

第119条 旅客が回数カード及びＩＣＯＣＡ証票を紛失した場合の取扱いについては、

それぞれ先払いカード規則及びＩＣ証票規則に定めるところによる。 

 

第５節 任意による旅行の取りやめ 

（乗車前の乗車券の払戻し） 

第120条 旅客は、乗車前に乗車券（定期券、１日乗車券及び回数券を除く。）が不要

となった場合は、その乗車券が入鋏前で、かつ、通用期間内であるときに限り、これ

を発売駅（団体券は発行駅）に提出して既に支払った運賃の払戻しを請求することが

できる。この場合、旅客は、手数料として210円を支払うものとする。ただし、不要

となった理由が列車運行不能の場合は手数料を徴収しない。 

（乗車後の運賃の払戻し） 

第121条 旅客が、普通券又は回数券を使用して乗車を開始したのち、任意に乗車を中

止した場合は、既に支払った運賃の払戻しを請求することができない。 

 （乗車証票の払戻し） 

第122条 回数カード及びＩＣ証票の払戻しの取扱いについては、それぞれ先払いカー

ド規則又はＩＣ証票規則に定めるところによる。 

（使用開始前の定期運賃等の払戻し） 

第123条 第120条の規定は、通用開始日前の定期券及び１日乗車券並びに使用開始前の

回数券（通用期限内のものに限る。）について準用する。この場合において、同条中

「発売駅（団体券は発行駅）」とあるのは「定期券については定期券発売所、回数券

又は１日乗車券については第19条第１項に規定する発売場所」と、「210円」とある

のは「定期券については１枚につき310円、回数券又は１日乗車券については１枚に

つき210円」と読み替えるものとする。 

（通用開始日の定期運賃の払戻し） 

第124条 定期券及び１日乗車券を所持する旅客が通用開始当日の乗車前に払戻しの請

求をした場合、その定期券及び１日乗車券を使用しなかった事実が判明するときに限

り使用開始前の払戻しとして取り扱うことができる。 
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（使用開始後７日以内の定期運賃の払戻し） 

第125条 旅客は、定期券の使用開始後７日以内にその定期券が不要となった場合は、

その定期券を定期券発売所に提出したとき、既に支払った運賃からその定期券の券面

に表示された区間を１日１往復乗車したものとして、普通運賃に使用経過日数（請求

当日を含む）を乗じて得た額を差し引いた残額の払戻しを請求することができる。こ

の場合、旅客は手数料として定期券１枚につき310円を支払うものとする。なお、共

通全線定期券の場合は、既に支払った運賃から１日乗車券運賃に使用経過日数（請求

当日を含む）を乗じて得た額を差し引いた残額の払戻しを請求することができる。 

（使用開始後８日以上の定期運賃の払戻し） 

第126条 旅客は、定期券の使用を開始した後、その定期券が不要となった場合は、通

用期間内である場合に限って、これを定期券発売所に提出して、既に支払った定期運

賃から使用経過月数に相当する定期運賃を差し引いた残額の払戻しを請求すること

ができる。この場合、旅客は手数料として定期券１枚につき310円を支払うものとす

る。 

２ 前項の計算については、払戻し当日は使用経過日数に算入し、また、１か月未満の

使用経過日数は１か月として計算する。 

３ 第１項の定期券の使用経過月数に相当する定期運賃は、次の各号によって計算する。 

(１) 使用経過月数が１か月又は３か月のときは、各その月数に相当する定期運賃 

(２) 使用経過月数が２か月のときは、１か月に相当する定期運賃の２倍の額 

(３) 使用経過月数が４か月のときは、３か月と１か月に相当する定期運賃の合算額 

(４) 使用経過月数が５か月のときは、３か月と１か月の２倍に相当する定期運賃の

合算額 

（定期券の種類・区間変更の申し出があった場合の定期運賃の払戻し） 

第127条 旅客から定期券の種類・区間の変更の申し出があり、新たな定期券を発売し

た場合は、原定期券を回収し、次の各号の定めるところにより計算した額を払戻すも

のとする。 

(１) 通用期間前に継続発売した定期券に対して、その通用期間前に申し出のあった

ときは、残余の期間前通用期間分が１旬あるときは、当該定期券の通用期間に対す

る旬割額（通用期間が１か月の定期運賃にあっては30日、３か月の定期運賃にあっ

ては90日、６か月の定期運賃にあっては180日で、それぞれの定期運賃を除した日

割額を10倍した額）と、既に収受した定期運賃との合算額から手数料310円を差引

いて、端数計算した額 

(２) 前号の場合で、残余の期間前通用期間分が１旬に満たないときは、既に収受し

た定期運賃から手数料310円を差引いた額 

(３) 前各号以外の定期券（期間調整して発売した定期券を含む。）に対しては、当

該定期券の通用期間に対する旬割額に通用開始の日から申し出のあった日（申し出

のあった日は経過した日とする。）までの経過旬数（１旬未満の端数は１旬とする。）

を乗じ、これに手数料310円を加えた額を既に収受した定期運賃から差引いて端数

計算した額 
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（期間調整した定期運賃の払戻し） 

第128条 期間を調整して発売した定期券を所持する旅客から前条第１項に規定する定

期運賃の払戻し請求があった場合は、同条の規定を準用して定期運賃の払戻しをする。 

（使用開始後の回数運賃の払戻し） 

第129条 旅客は、回数券の使用を開始した後、その回数券が不用となった場合は、通

用期間内である場合に限って、これを第19条第１項に規定する発売場所に提出して、

既に支払った回数運賃から当該回数券の運賃に対応する普通運賃に使用回数を乗じ

て得た額を差し引いた残額の払戻しを請求することができる。この場合、旅客は手数

料として回数券１枚につき210円を支払うものとする。 

（傷病等の場合の普通運賃の払戻し） 

第130条 旅客が乗車開始後、次の各号の１に該当する場合であって、かつ、その所持

する普通券が通用期間内であるときは、第２項に定める払戻しをすることができる。

この場合、乗車券１枚につき手数料210円を徴収する。 

(１) 傷病によって乗車を中止したとき 

(２) 国会からの喚問その他これに類する行政権又は司法権の発効によって乗車を

中止したとき 

２ 前項の規定による払戻額は既に収受した普通運賃から既に乗車した区間に対する

普通運賃を差し引いた残額とする。 

３ 第１項の取扱いをする場合、同行者があるときは、その請求によって同行者に対し

ても同じ取扱いをすることができる。 

４ 旅客は、第１項第１号の規定により普通運賃の払戻しを請求する場合、その原因が

外傷等で係員が一見してその事実が認定できる場合に限るものとする。 

 

第６節 運行不能 

（列車運行不能の場合の取扱い） 

第131条 旅客は、乗車後列車が運行不能となったときは、次の各号のいずれか１の取

扱いに限って請求することができる。ただし、回数券を使用する旅客は無賃送還、振

替輸送又は他経路乗車の取扱いに限り、定期券を使用する旅客は振替輸送又は他経路

乗車の取扱いに限り、１日乗車券を使用する旅客は振替輸送に限って請求することが

できる。 

(１) 第132条に規定する乗車の中止及び運賃の払戻し 

(２) 第133条に規定する無賃送還及び運賃の払戻し 

(３) 第134条に規定する他経路乗車 

(４) 振替輸送取扱規則に規定する振替輸送 

２ 旅客は、乗車前又は使用開始前に列車が運行不能となったため、事故発生前に購入

した乗車券（定期券、回数券及び１日乗車券を除く。）が不要となった場合は、その

乗車券が通用期間内（通用期間の開始日前を含む。）である場合に限って、これを駅

に差し出して既に支払った運賃の払戻しを請求することができる。 
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３ 旅客は、列車の運行不能若しくは遅延が発生した場合又は車両の故障等により列車

に乗車することができない場合は、前２項に規定するものを除いて、その原因が当社

の責に帰すべき事由によるものであるか否かにかかわらず、一切の請求をすることは

できない。 

（乗車中止による運賃の払戻し） 

第132条 前条の規定により旅客が乗車を中止した場合、既に支払った運賃から既に乗

車した区間に対する運賃を差引いた残額の払戻しをする。 

（無賃送還の取扱い） 

第133条 第131条第１項第２号に規定する旅客の無賃送還の取扱いは、次の各号に定め

るところによる。 

(１) 無賃送還は、その事実が発生した際使用していた乗車券の券片に表示された発

駅までとする。この場合、当該乗車券が発駅共通であるときは、発駅共通区間の旅

客の希望する駅までとする。 

(２) 無賃送還は、最近の時刻に乗車券面に表示された発駅に向けて出発する列車に

よるものとする。 

(３) 無賃送還中に途中下車した場合、以後の乗車は認めない。 

(４) 旅客が第２号による乗車を拒んだときは、無賃送還の取扱いはしない。 

２ 前項の規定による無賃送還を行った場合、次の各号の定めるところにより、運賃

の払戻しをするものとする。ただし、回数券を使用する旅客は、その後１回に限り、

その券面表示事項どおり使用することができる特殊乗車票を請求することができ

る。 

(１) 乗車券面に表示された発駅まで送還したときは、既に徴収した運賃の金額 

(２) 旅客の請求によって、乗車券面に表示された発駅に至る途中の駅まで送還した

ときは、既に徴収した運賃から乗車券面に表示された発駅とその途中駅との間に対

する普通運賃を差し引いた残額 

（他経路乗車の取扱い） 

第134条 第131条第１項第３号に規定する他経路乗車の取扱いの場合、旅客はその乗車

券に表示された着駅と同一目的地に至る他の最短経路による乗車をすることができ

る。ただし、他経路乗車中に途中下車することができない。 

（運行休止の場合の定期券の通用期間の延長又は運賃の払戻し） 

第135条 定期券を使用する旅客は、列車の運行休止のため、引き続き５日以上その定

期券を使用できなくなった場合（振替輸送の取扱いを受けた場合は除く。）は、定期

券を定期券発売所に差し出して、相当日数の通用期間の延長を請求し、又は休止区間

の原定期券と同一種類及び期間による定期運賃に対する日割額に休止日数を乗じて

第13条第２項の規定による端数計数した額の払戻しを請求することができる。 
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第７節 誤乗及び誤購入 

（誤乗区間の無賃送還） 

第136条 旅客（定期券又は回数券を使用する旅客を除く。）が乗車券面に表示された

区間外に誤って乗車した場合において、係員がその事実を認定したときは、最近の列

車によって、誤乗区間について無賃送還の取扱いをする。 

２ 無賃送還中は、途中下車の取扱いはしない。旅客が無賃送還中に途中下車をすると

きは、既に収受した運賃と発駅から下車駅までの運賃とを比較し、不足額を収受（過

剰額は払戻しをしない。）する。 

（乗車券の誤購入の場合の取扱い） 

第137条 旅客が駅名の類似その他の理由により誤って希望するものと異なった着駅も

しくは経路の乗車券を購入した場合であって、係員が誤購入又は誤発売の事実を認定

したときは、正当な乗車券に変更の取扱いをする。 

２ 前項の場合は、既に収受した運賃と正当な運賃とを比較し、不足額は収受し、過剰

額は払戻しをする。 

 

第８章 大阪シティバス株式会社との連絡運輸 

 （大阪シティバス株式会社との連絡運輸） 

第138条 当社線とシティバス線との間の旅客の連絡運輸については、大阪シティバス

株式会社との連絡運輸規則の定めるところによる。 

 

第９章 その他連絡運輸 

 （その他連絡運輸） 

第139条 当社線とシティバス以外の運輸機関の経営する鉄道、軌道又は自動車線との

間の旅客の連絡運輸については、連絡運輸規則の定めるところによる。 

 

第10章 地方公共団体発行割引証等 

（地方公共団体発行割引証等の取扱い） 

第140条 当社線で使用することができる大阪市発行の無料乗車証、運賃割引証又は敬

老優待乗車証の取扱いについては、地方公共団体発行割引証等取扱規則の定めるとこ

ろによる。 
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別表１ 

品

目

番

号 

危険品の品目 適用除外の物品 

１ 火薬類 

(１) 火薬 

イ 黒色火薬 その他硝酸塩を

主とする火薬 

ロ 無煙火薬 その他硝酸エス

テルを主とする火薬 

ハ 過塩素酸塩を主とする火薬 

(２) 爆薬 

イ 雷こうその他の起爆薬 

ロ 硝安爆薬 

ハ 塩素酸カリ爆薬 

ニ カーリット 

ホ その他の硝酸塩、塩素酸塩

又は過塩素酸塩を主とする爆

薬 

ヘ 硝酸エステル 

ト ダイナマイト類 

チ ニトロ化合物とこれを主と

する爆薬 

(３) 火工品 

雷管、実包、空包、信管、火管、

導爆線、雷管又は火管付薬きょ

う、火薬又は爆薬を装てんした

弾丸類、星火を発する榴弾、救命

索発射器用ロケット、その他の

火工品 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) 銃用火薬で容器・荷造ともの重量が

１キログラム以内のもの 

(２) 振動・衝撃等によって発火するおそ

れのない容器に収納した銃用雷管又は

銃用雷管付薬きょうで400個以内のもの 

(３) 銃用実包又は銃用空包で、弾帯又は

薬ごうにそう入し、又は振動・衝撃等に

よって発火するおそれのない容器に収

納し、200個以内のもの 

２ 
高圧ガ

ス 

(１) 圧縮ガス 

アセチレンガス、天然ガス、水

素ガス、硫化水素ガス、一酸化炭

素ガス、石炭ガス、水性ガス、空

気ガス、アンモニアガス、塩素ガ

ス、酸素ガス、窒素ガス、炭酸ガ

ス（ニ酸化炭素）、亜酸化窒素ガ

ス（笑気ガス）、ホスゲンガス、

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。ただし、中

身が漏れることを防ぐための適当な方法

で保護してあるものに限る。 

(１) 医療用又は携帯用酸素容器に封入

した酸素ガスで２本以内のもの 

(２) 消火器内に封入した炭酸ガスで２

本以内のもの 
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オゾン、ヘリウム、アルゴン、ネ

オンガス、その他の圧縮ガス及

びその製品 

(２) 液化ガス 

液体空気、液体窒素、液体酸

素、液体アンモニア、液体塩素、

液化プロパン、液体炭酸、液体亜

硫酸、フレオン―12、フレオン―

22、液化シアン化水素（液体青

酸）、塩化エチル、塩化メチル（メ

チルクロライド）、液化酸化エチ

レン、塩化ビニルモノマ、液体メ

タン、その他の液化ガス及びそ

の製品 

(３) 日常の用途に使用する小売店等で

通常購入可能な高圧ガスを含む製品で、

２リットル以内のもの又は容器・荷造と

もの重量が２キログラム以内のもの 

３ 

マッチ

と軽火

工品 

(１) マッチ 

安全マッチ、硫化リンマッチ、

黄リンマッチ 

(２) 軽火工品 

導火線、電気導火線、信号えん

管、信号火せん、発煙信号かん

（発煙筒を含む。）、発煙剤、煙

火、がん具煙火、競技用紙雷管

（大形紙雷管を含む。）、がん具

用軽火工品、始動薬，冷始動薬

（始動栓、発火薬又は着火器と

もいう。）、冷始動発熱筒、始発

筒その他の軽火工品 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) 安全マッチで容器・荷造ともの重量

が３キログラム以内のもの 

(２) 導火線又は電気導火線で、容器・荷

造ともの重量が３キログラム以内のも

の 

(３) がん具煙火、競技用紙雷管及びその

他のがん具用軽火工品で容器・荷造とも

の重量が１キログラム以内のもの 

(４) 信号えん管及び信号火せんで実重

量が500グラム以内のもの 

(５) 始動薬、冷始動薬、冷始動発熱筒及

び始発筒で容器・荷造ともの重量が３キ

ログラム以内のもの 

４ 
油紙油

布類 

(１) 油紙、油布とその製品 

(２) 擬ウールじゅうとその製品 

(３) 動植物油脂ろうを含有する

その他の動植物性繊維 

容器・荷造ともの重量が５キログラム以

内のものは、手回り品として車内に持込む

ことができる。 

５ 
可燃性

液体 

(１) 鉱油原油、揮発油、ツルベン

トナフタ、コールタール軽油、ベ

ンゼン（ベンゾール）、トルエン

（トルオール）、キシレン（キシ

ロール又はザイロール）、メタノ

日常の用途に使用する小売店等で通常

購入可能な可燃性液体を含む製品（揮発油

等の可燃性液体そのものは除く。）で、２

リットル以内のもの又は容器・荷造ともの

重量が２キログラム以内のものは手回り
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ール（メチルアルコール又は木

精）、アルコール（変性アルコー

ルを含む。）、アセトン、二硫化

炭素、酢酸ビニルモノマ、エーテ

ル、コロジオン、クロロシラン、

アセトアルデヒド、パラアルデ

ヒド、ジニチルアルミニウム、モ

ノクロライド、モノメチルアミ

ン、トリメチルアミンの水溶液、

ジメチルアミン、ピリジン、酢酸

アルミ、酢酸エチル、酢酸メチ

ル、ギ酸エチル、プロピルアルコ

ール、ビニルメチルエーテル、臭

化エチル（エチルプロマイド）、

酢酸ブチル、アルミアルコール、

ブタノール（ブチルアルコー

ル）、フーゼル油、松根油、テレ

ビン油（松精油）灯油（石油）、

軽油（ガス油）、重油（バンカー

油、ディーゼル重油）、その他の

可燃性液体及びその製品 

(２) ニトロベンゼン（ニトロベ

ンゾール） 

(３) ニトロトルエン（ニトロト

ルオール） 

品として持込むことができる。ただし、中

身が漏れることを防ぐための適当な方法

で保護してあるものに限る。 

６ 
可燃性

固体 

金属カリウム、金属ナトリウム

（金属ソーダ）、カリウムアマルガ

ム、ナトリウムアマルガム、マグネ

シウム（粉状、箔状又はひも状のも

のに限る。）、アルミニウム粉、黄

リン、硫化リン、ニトロセルロー

ズ、硝石（硝酸カリウム）、硝酸ア

ンモニウム（硝酸アンモン又は硝

安）、ピクリン酸、ジニトロベンゼ

ン、ジニトロナフタリン、ジニトロ

トルエン，ジニトロフェノール、そ

の他の可燃性固体及びその製品 

日常の用途に使用する小売店等で通常

購入可能な可燃性固体を含む製品で、容

器・荷造ともの重量が２キログラム以内の

ものは、手回り品として車内に持込むこと

ができる。 

７ 吸温発 ハイドロサルハイト、生石灰（酸 乾燥した状態のカーバイトで、破損する
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熱物 化カルシウム）、低温焼成ドロマイ

ト、リン化カルシウム、カーバイト

（炭化カルシウム） 

おそれのない容器に密閉した１個の重量

が20キログラム以内のものは、手回り品と

して車内に持込むことができる。 

８ 酸類 

(１) 強酸類 

硝酸、硫酸、塩酸、塩化スルホ

ン酸（塩化スルフリンを含む。）、

沸化水素酸 

(２) 薬液を入れた鉛蓄電池 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) 酸類で、密閉した容器に収納し、か

つ、破損するおそれのないよう荷造した

0.5リットル以内のもの 

(２) 薬液を入れた鉛蓄電池で、堅固な木

箱に入れ、かつ、端子が外部に露出しな

いように荷造したもの 

９ 

酸化腐

しょく

剤 

塩素酸カリウム、塩素酸バリウ

ム（塩酸バリウム）、塩素酸ナトリ

ウム（塩素酸ソーダ）、過塩素酸ア

ンモニウム（過塩素酸アンモン）、

塩化リン、過酸化ナトリウム（過酸

化ソーダ）、過酸化バリウム、晒粉、

臭素（ブロム）、塩素酸カルシウム、

塩素酸銅、塩素酸ストロンチウム、

過塩素酸カリウム、過塩素酸ナト

リウム、過酸化亜鉛、過酸化カルシ

ウム、過酸化マグネシウム、過酸化

アンモニウム、過硫酸アンモニウ

ム、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリ

ウム、臭化ベンヂル、青臭化ベンヂ

ル、塩化アセトフェノン（クロルア

セトフェノン）、ジニトロソレゾル

シン鉛、パラトルオールスルホク

ロリット、四塩化チタン、三酸化ク

ローム（無水クロム酸）、過酸化ベ

ンゾイル、シリコンＡＣ87、その他

の酸化腐しょく剤及びその製品 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) 酸化腐しょく剤で、密閉した容器に

収納し、かつ、破損するおそれのないよ

う荷造した0.5リットル以内のもの 

(２) 晒粉及び酸化腐しょく剤製品で、容

器・荷造ともの重量が３キログラム以内

のもの 

10 
揮散性

毒物 

硫酸ジメチル（ジメチル硫酸）、

フェロシリコン、塩化硫黄、クロル

ピクリン、四エチル鉛、クロロホル

ム、ホルマリン、メチルクロライ

ド、液体青酸、その他の揮散性毒物 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) クロロホルム、ホルマリン及び液体

青酸で、密閉した容器に収納し、かつ、

破損するおそれのないよう荷造した0.5

リットル以内のもの 
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(２) 揮散性毒物のうち試薬として用い

るもので、容器・荷造ともの重量が３キ

ログラム以内のもの 

11 
放射性

物質 

核燃料物質、放射性同位元素（ラジ

オ・アイソトープ） 

 

12 
セルロ

イド類 

セルロイド素地、セルロイドく

ず、セルロイド製品及び同半成品 

日常の用途に使用する小売店等で通常

購入可能なセルロイド製品で、実重量が

300グラム以内のものは、手回り品として

車内に持込むことができる。 

13 農薬 

銅剤、水銀剤、硫黄剤、ホルマリ

ン剤、ジネブ剤、石灰剤、砒素剤、

除虫菊剤、ニコチン剤、デリス剤、

ＢＨＣ剤、ＤＤＴ剤、アルカリ剤、

鉱油剤、クロールデン剤、燐剤、浮

塵子駆除虫菊剤、ＤＮ剤、燻蒸剤、

殺鼠剤、除草剤、展着剤 

次の各号に掲げる物品は、手回り品とし

て車内に持込むことができる。 

(１) 農薬取締法（昭和23年法律第82号）

の適用を受けないもの 

(２) 拡散用高圧容器に封入した農薬で

２本以内のもの 

 

１ この表において「実重量が何グラム以内」の例により表示された重量は、その内容

物の実重量を示すもので、容器・荷造等の重量を含まない。 

２ 適用除外の物品は、不注意等により内容物が漏れ出ることがないよう措置されたも

のでなければならない。 
 


